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1. 平成30年12月期第3四半期の連結業績（平成30年1月1日～平成30年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年12月期第3四半期 221 △57.3 △355 ― △367 ― △370 ―

29年12月期第3四半期 518 △54.5 △278 ― △292 ― △804 ―

（注）包括利益 30年12月期第3四半期　　△373百万円 （―％） 29年12月期第3四半期　　△805百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年12月期第3四半期 △24.12 ―

29年12月期第3四半期 △56.08 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年12月期第3四半期 1,181 1,099 90.4

29年12月期 920 830 87.8

（参考）自己資本 30年12月期第3四半期 1,068百万円 29年12月期 808百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

30年12月期 ― 0.00 ―

30年12月期（予想） 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成30年12月期の連結業績予想（平成30年 1月 1日～平成30年12月31日）

平成30年12月期の連結業績予想につきましては開示を見合わせております。

詳細は、添付資料「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご参照ください。

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年12月期3Q 16,754,730 株 29年12月期 14,363,930 株

② 期末自己株式数 30年12月期3Q 17,177 株 29年12月期 16,989 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年12月期3Q 15,362,817 株 29年12月期3Q 14,337,416 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる
条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料「１．当四半期決算に関する定性的情報　（３）連結業績予想などの将来予
測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

当第３四半期連結累計期間（平成30年１月１日～平成30年９月30日）における我が国の経済は、内閣府による平成

30年９月の月例経済報告では「景気は、緩やかに回復している」と報告されています。先行きについては、「緩やか

な回復が続くことが期待される」としながらも、「通商問題の動向が世界経済に与える影響や、海外経済の不確実性、

金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。また、相次いでいる自然災害の経済に与える影響に十分留意する

必要がある」と報告されており、不透明感が強まりつつある状況です。

このような環境下、当社は引き続き平成29年11月に策定した新事業ビジョンに掲げた施策の実現を目的として、当

第３四半期連結累計期間において以下の施策に取り組んでまいりました。

７月にスマート打刻サービス「DAKOQ（ダコク）」の販売を開始いたしました。「DAKOQ」とは、当社製Beacon、ス

マートフォンアプリ「DAKOQ」、及び「DAKOQ」クラウドをセットにし、人がBeaconに近づいた時刻を自動で記録し、

勤怠管理等を行うことができるサービスです。

また同月に、BeaconがBluetooth Low Energy経由で発信する情報を受信し、その情報を無線LAN経由でインターネッ

トに発信するためのゲートウェイ「BeaBridge Gateway（ビーブリッジゲートウェイ）」の販売を開始いたしました。

通常、Bluetooth Low Energy対応Beaconの情報をインターネットに送信するにはBluetooth Low Energyの電波が届く

範囲に、専用のアプリケーションをインストールしたスマートフォンやPCが必要ですが、「BeaBridge Gateway」を

Beaconとともに設置することで、スマートフォンやPCがなくても、離れた場所にある複数のBeaconからの情報を当社

のクラウドに集めることができるようになります。

さらにネスレ日本株式会社が10月にリリースした新・宅配サービス「MACHI ECO（マチエコ）便」において、

「MACHI ECO便」専用のWebシステム及び専用の宅配ロッカーのシステム開発を支援しました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は221,758千円（前第３四半期連結累計期間

の売上高518,944千円）となりました。

営業損益につきましては、355,881千円の営業損失（前第３四半期連結累計期間の営業損失278,083千円）となりま

した。

経常損益につきましては、367,102千円の経常損失（前第３四半期連結累計期間の経常損失292,049千円）となりま

した。

親会社株主に帰属する四半期純損益につきましては、370,585千円の親会社株主に帰属する四半期純損失（前第３四

半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失804,002千円）となりました。

なお、第１四半期連結会計期間より、当社グループの事業は単一セグメントに変更したため、セグメント別の記載

を省略しております。

（２）財政状態に関する説明

当社グループの当第３四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末と比較して261,213

千円増加し1,181,947千円となりました。これは、主に現金及び預金が207,759千円増加したこと等によるものです。

負債につきましては、前連結会計年度末と比較して7,817千円減少し82,338千円となりました。これは、主に訴訟損

失引当金が32,500千円減少したこと等によるものです。

純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して269,030千円増加し1,099,609千円となりました。これは、主

に新株予約権の発行とその行使による新株の発行に伴い、資本金が315,342千円、資本剰余金が315,342千円それぞれ

増加した一方、親会社株主に帰属する四半期純損失を370,585千円計上したことに伴い利益剰余金が減少したこと等に

よるものです。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率につきましては、前連結会計年度末と比較して2.6

ポイント増加し、90.4％となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　（自平成30年１月１日至平成30年12月31日見通し）

当社は、平成29年11月９日に今後当社が取り組むべき施策の方向性を打ち出した新事業ビジョンを発表し、当該新

事業ビジョンにおける施策の確実な達成を実現するために平成30年２月14日に第三者割当の方法による第M-2回新株予

約権及び第M-3回新株予約権の発行を決議いたしました。当該新事業ビジョンにおいて打ち出した施策の実行について

は、当連結会計年度（平成30年12月期）より本格的に取り組み始めたところであり、現時点において当該新事業ビジ

ョンにおける施策の実行が当社業績に与える影響を適正かつ合理的に算出することは困難であることから、そのよう

な状況下において当連結会計年度の業績予想数値を発表することは適切ではないと判断したため、平成30年12月期の

連結業績予想について開示を見合わせております。なお、今後当該新事業ビジョンにおける施策の進捗状況や第M-2回

新株予約権及び第M-3回新株予約権により調達した資金の充当状況等を勘案し、業績予想の算定が可能となった場合

は、平成30年12月期の連結業績予想について速やかに開示いたします。

　

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　該当事項はありません。

　なお、特定子会社の異動には該当しておりませんが、第１四半期連結会計期間において、株式会社光通信との合弁会

社「株式会社BEAMO」を設立し、連結の範囲に含めております。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　該当事項はありません。
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３．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 811,196 1,018,955

受取手形及び売掛金 19,710 100,058

商品及び製品 34,681 32,802

原材料 - 28

仕掛品 2,702 2,819

その他 37,732 15,394

流動資産合計 906,023 1,170,058

固定資産

投資その他の資産

破産更生債権等 802,151 802,151

その他 14,711 11,889

貸倒引当金 △802,151 △802,151

投資その他の資産合計 14,711 11,889

固定資産合計 14,711 11,889

資産合計 920,734 1,181,947
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,567 29,656

未払金 19,853 20,803

未払法人税等 1,930 6,437

賞与引当金 - 619

訴訟損失引当金 32,500 -

その他 26,828 24,821

流動負債合計 89,680 82,338

固定負債

その他 475 -

固定負債合計 475 -

負債合計 90,155 82,338

純資産の部

株主資本

資本金 1,864,203 2,179,545

資本剰余金 2,535 317,877

利益剰余金 △1,073,096 △1,443,682

自己株式 △25,978 △26,035

株主資本合計 767,663 1,027,704

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 40,568 41,074

その他の包括利益累計額合計 40,568 41,074

新株予約権 22,346 29,144

非支配株主持分 - 1,685

純資産合計 830,578 1,099,609

負債純資産合計 920,734 1,181,947
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 518,944 221,758

売上原価 355,308 253,233

売上総利益又は売上総損失（△） 163,635 △31,474

販売費及び一般管理費 441,719 324,407

営業損失（△） △278,083 △355,881

営業外収益

受取利息 203 39

投資事業組合運用益 11,698 -

物品売却益 2,260 -

為替差益 - 3

還付加算金 775 132

その他 596 0

営業外収益合計 15,534 175

営業外費用

支払利息 628 80

為替差損 3,641 -

支払手数料 － 8,764

株式交付費 - 2,525

地代家賃 20,171 -

敷金償却 5,059 -

その他 － 26

営業外費用合計 29,500 11,396

経常損失（△） △292,049 △367,102

特別利益

固定資産売却益 1,747 -

新株予約権戻入益 - 4,756

特別利益合計 1,747 4,756

特別損失

固定資産除却損 440 -

事業再編損 463,323 -

訴訟損失引当金繰入額 23,000 -

訴訟関連損失 - 10,607

特別損失合計 486,763 10,607

税金等調整前四半期純損失（△） △777,066 △372,953

法人税、住民税及び事業税 27,689 847

法人税等調整額 △752 -

法人税等合計 26,936 847

四半期純損失（△） △804,002 △373,800

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） - △3,214

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △804,002 △370,585
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年１月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純損失（△） △804,002 △373,800

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △77 -

為替換算調整勘定 △1,486 506

その他の包括利益合計 △1,563 506

四半期包括利益 △805,566 △373,294

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △805,566 △370,079

非支配株主に係る四半期包括利益 - △3,214
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

当社グループは、総合エンターテインメント事業を中心とした事業から、スマートフォン用のアプリケーションや

クラウドサービス開発等のIoTソリューションを中心とする事業への転換を行ってまいりました。当該事業転換に伴

い、ゲーム、アニメーション及び出版の事業会社売却、旧来のソフトウェア事業を推進していた海外子会社の清算、

非収益部門の廃止や本社移転等、様々な施策を行ってきたこと等により、前連結会計年度まで６期連続となる売上高

の著しい減少、営業損失の計上及び営業キャッシュ・フローのマイナスが継続しております。当第３四半期連結累計

期間においても、前第３四半期連結累計期間において平成29年３月31日付で株式譲渡を実施した出版事業に属する子

会社３社の業績が含まれていたことから、前第３四半期連結累計期間と比較して売上高は221,758千円（前第３四半期

連結累計期間の売上高518,944千円）と57.3％減少し、また営業損失は355,881千円（前第３四半期連結累計期間の営

業損失278,083千円）、経常損失は367,102千円（前第３四半期連結累計期間の経常損失292,049千円）といずれも前第

３四半期連結累計期間と比較して損失額が増加しております。親会社株主に帰属する四半期純損失は370,585千円（前

第３四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失804,002千円）と前第３四半期連結累計期間と比較して

改善したものの、依然として継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認

識しております。

当社グループは、こうした状況を解消するため、以下のとおり当該状況の解消又は改善に努めております。

当社では、平成29年11月９日に策定した新事業ビジョンにおいて掲げた「広範な技術分野への対応等」、販売と取

り扱いを容易にする「応用分野毎のサービス等のパッケージ化」、及び「販路拡大」の３点の施策を着実に実行する

ことにより、継続的な業績向上及び中長期的な企業価値向上が実現できるものと考えております。引き続き、通信モ

ジュールからスマートフォン用のアプリケーション、クラウドサービスまでIoT製品化に必要なトータルソリューショ

ンを提供し、顧客のIoT化ニーズの実現と今後の更なる受注拡大を目指すとともに、当該新事業ビジョンにおける３点

の施策の着実な実行に伴う継続的な業績向上及び中長期的な企業価値向上の実現をより確実なものとするため、既存

の当社IoTソリューションサービスを更に拡充するための必要資金及び続々と登場する新世代の高度な技術をいち早く

取り入れて、広範かつ高い市場訴求力を備える製品・サービス等を開発するための必要資金並びに事業提携及びM&A等

の必要資金の調達を目的として、平成30年２月14日開催の取締役会において投資事業有限責任組合インフレクション

Ⅱ号及びフラッグシップアセットマネジメント投資組合70号に対する第M-2回新株予約権及び第M-3回新株予約権（第

三者割当）（以下「本新株予約権」）の発行を決議いたしました。本新株予約権の払込による調達資金の総額は

2,024,800千円を予定しており、第M-2回新株予約権の一部についてはすでに行使が開始されております。なお、第M-2

回新株予約権については行使価額修正条項が付されており、かつ第M-2回新株予約権及び第M-3回新株予約権いずれも

行使による払込みの有無と権利行使の時期は割当先である本新株予約権者の判断に依存することから、株式市場の動

向等の要因によっては当初想定していた金額が全額調達できない可能性があります。

また、平成30年７月に、経営合理化策の一環として業務執行取締役の役員報酬の減額、一般従業員の給与減額及び

平成30年度賞与の不支給を実施することについて取締役会で決議する等、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況の解消を実現するために様々な施策を行っております。

当社では、これらの対応策を実行していくことにより売上高の増加、収益性の改善及び営業キャッシュ・フローの

増加等が可能となり、ひいては当社の財務健全性の向上が実現できるものと考えておりますが、事業計画については

今後の経済環境の変化による影響を受ける等により、計画どおりに推移しない可能性があり、この場合当社の財務状

況や資金繰り等に影響を及ぼす可能性があります。したがって現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が存在するものと認識しております。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年９月30日）

１．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成29年３月28日開催の第32期定時株主総会決議に基づき、平成29年３月31日付で資本金の額を

12,020,939千円、資本準備金の額を617,907千円それぞれ減少させその他資本剰余金へ振替えた後、その他資本剰余

金の全額を減少し、繰越利益剰余金へ振替えて欠損の填補を行っております。この結果、当第３四半期連結会計期

間末において資本金が1,861,668千円、資本準備金が－千円となっております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年１月１日 至 平成30年９月30日）

１．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成30年３月２日付で発行した第M-2回新株予約権の行使に伴う新株の発行による払込みを受けておりま

す。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本金が315,342千円、資本準備金が315,342千円増加し、当第

３四半期連結会計期間末において資本金が2,179,545千円、資本剰余金が317,877千円となっております。

決算短信（宝印刷） 2018年11月12日 14時11分 9ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



株式会社アプリックス(3727) 平成30年12月期 第３四半期決算短信

― 10 ―

４．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、総合エンターテインメント事業を中心とした事業から、スマートフォン用のアプリケーション

やクラウドサービス開発等のIoTソリューションを中心とする事業への転換を行ってまいりました。当該事業転換に伴

い、ゲーム、アニメーション及び出版の事業会社売却、旧来のソフトウェア事業を推進していた海外子会社の清算、

非収益部門の廃止や本社移転等、様々な施策を行ってきたこと等により、前連結会計年度まで６期連続となる売上高

の著しい減少、営業損失の計上及び営業キャッシュ・フローのマイナスが継続しております。当第３四半期連結累計

期間においても、前第３四半期連結累計期間において平成29年３月31日付で株式譲渡を実施した出版事業に属する子

会社３社の業績が含まれていたことから、前第３四半期連結累計期間と比較して売上高は221,758千円（前第３四半期

連結累計期間の売上高518,944千円）と57.3％減少し、また営業損失は355,881千円（前第３四半期連結累計期間の営

業損失278,083千円）、経常損失は367,102千円（前第３四半期連結累計期間の経常損失292,049千円）といずれも前第

３四半期連結累計期間と比較して損失額が増加しております。親会社株主に帰属する四半期純損失は370,585千円（前

第３四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失804,002千円）と前第３四半期連結累計期間と比較して

改善したものの、依然として継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認

識しております。

当社グループは、こうした状況を解消するため、以下のとおり当該状況の解消又は改善に努めております。

当社では、平成29年11月９日に策定した新事業ビジョンにおいて掲げた「広範な技術分野への対応等」、販売と取

り扱いを容易にする「応用分野毎のサービス等のパッケージ化」、及び「販路拡大」の３点の施策を着実に実行する

ことにより、継続的な業績向上及び中長期的な企業価値向上が実現できるものと考えております。引き続き、通信モ

ジュールからスマートフォン用のアプリケーション、クラウドサービスまでIoT製品化に必要なトータルソリューショ

ンを提供し、顧客のIoT化ニーズの実現と今後の更なる受注拡大を目指すとともに、当該新事業ビジョンにおける３点

の施策の着実な実行に伴う継続的な業績向上及び中長期的な企業価値向上の実現をより確実なものとするため、既存

の当社IoTソリューションサービスを更に拡充するための必要資金及び続々と登場する新世代の高度な技術をいち早く

取り入れて、広範かつ高い市場訴求力を備える製品・サービス等を開発するための必要資金並びに事業提携及びM&A等

の必要資金の調達を目的として、平成30年２月14日開催の取締役会において投資事業有限責任組合インフレクション

Ⅱ号及びフラッグシップアセットマネジメント投資組合70号に対する第M-2回新株予約権及び第M-3回新株予約権（第

三者割当）（以下「本新株予約権」）の発行を決議いたしました。本新株予約権の払込による調達資金の総額は

2,024,800千円を予定しており、第M-2回新株予約権の一部についてはすでに行使が開始されております。なお、第M-2

回新株予約権については行使価額修正条項が付されており、かつ第M-2回新株予約権及び第M-3回新株予約権いずれも

行使による払込みの有無と権利行使の時期は割当先である本新株予約権者の判断に依存することから、株式市場の動

向等の要因によっては当初想定していた金額が全額調達できない可能性があります。

また、平成30年７月に、経営合理化策の一環として業務執行取締役の役員報酬の減額、一般従業員の給与減額及び

平成30年度賞与の不支給を実施することについて取締役会で決議する等、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況の解消を実現するために様々な施策を行っております。

当社では、これらの対応策を実行していくことにより売上高の増加、収益性の改善及び営業キャッシュ・フローの

増加等が可能となり、ひいては当社の財務健全性の向上が実現できるものと考えておりますが、事業計画については

今後の経済環境の変化による影響を受ける等により、計画どおりに推移しない可能性があり、この場合当社の財務状

況や資金繰り等に影響を及ぼす可能性があります。したがって現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が存在するものと認識しております。
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